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3  財務の概要                             
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Ⅰ 消費収支計算書 

 

1. 帰属収入 

2014 年度は学生寮・緑声舎の売却に伴う資産売却差額を計上したことで、帰属収入は前年度に比べ 58 億

6,400 万円の増収となる 178 億 2,700 万円となった。前年度の 119 億 6,300 万円を上回り 4 年連続で過去最

高を更新した。主要な増減要因等は以下の通りである。 

 

A. 学生生徒納付金 

大学院・附属中高部で減収となったが、大学学部で学生数の増加および過年度の学納金改定による増収

となった。各種学校ブリティッシュ・スクール・イン・トウキョウ昭和（以下 BST 昭和）を加えると 92

億 8,400 万円となり、8 年連続で過去最高を更新した。 

B. 手数料 

手数料のうち入学検定料は大学部門で 4,557 万 9,000 円減少し、附属校で 660 万円の減少となった。 

C. 寄付金 

昭和学園奨学金基金募金が 9 年目となり 1,327 万円の寄付があった。 

D. 補助金 

経常費補助金が 3,270 万 8,000 円増収したが、「グローバル人材育成推進事業」、「産業界ニーズに対応し

た教育改善・充実体制整備事業」、「私立大学教育研究活性化設備整備事業」等の競争的補助金が昨年よ

り減少して全体では 3,247 万 3,000 円の減収となった。 

E. 資産運用収入 

円安の進行等で受取利息・配当金が増収したことで 5,000 万円の増加となり、施設使用料と合わせて 3

億 3,400 万円となった。 

F. 資産売却差額 

緑声舎の売却益 57 億 6,509 万円を計上した。また、有価証券売却差額 2,757 万円と動産売却差額を計

上した。 

G. 事業収入 

2,900 万円増の 2 億 5,800 万円を計上した。内訳は補助活動収入（寮費収入、及び、預かり保育料）が

2,900 万円増加し、受託事業収入、公開講座収入は昨年度と同様であった。 

H. 雑収入 

退職金財団等交付金収入の減収により 5,600 万円減収の 3 億 7,500 万円となった。  

 

2. 基本金組入額 

基本金組入額として 40 億 1,500 万円を計上した。 

 

A. 第 1号基本金 

北校地の取得分、こども園の 2014 年度工事分、80 年館西棟建設の支払い分、およびその他施設設備関

係支出に伴う組入れのほか、借入金返済・未払金支出に伴う過年度の未組入額を組み入れ、組入額は 11

億 9,500 万円となった。 

B. 第 2号基本金 

こども園の 2015 年度建設工事費用 8 億 1,500 万円、北校舎建設費用 19 億円、および学園インフラ工事

1 億 500 万円の合計 28 億 2,000 万円を計上した。 
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3. 消費支出 

消費支出は 8 億 4,900 万円増加して 121 億 3,800 万円となった。主要な増減要因等は以下の通りである。 

 

A. 人件費 

退職給与引当金繰入額が減少し、全体では 5 億 8,600 万円の減少となる 61 億 7,000 万円となった。 

人件費比率（人件費/帰属収入）は資産売却差額の影響により 21.9％減少し、34.6％となった。また、人

件費依存率（人件費/学納金）も 7.6％減少して 66.5％となった。  

B. 経常経費 

一般経費で 7 億 300 万円増加し、減価償却額で 1,000 万円増加して経常経費全体で 7 億 1,300 万円の増

加となった。一般経費の増加要因として、留学関連費用の増加、新学生寮の賃借料、旧学生寮売却に伴

う公租公課の支払、及び、消費税率の改定が主な要因である。 

C. 借入金等利息 

借入金等利息は 900 万円減少した。 

D. 資産処分差額 

7 億 8,700 万円を計上した。主な内訳として、会津キャンプ村売却に伴う不動産処分差額 3 億 5,700 万

円、同建物除却差額 2 億 3,400 万円、幼稚園解体に伴う建物除却 2,900 万円、機器備品の除却 1,000 万

円である。また、図書に関して 1 億 2,700 万円の図書除却額を計上した。 

E. 徴収不能額 

徴収不能額は発生していない。徴収不能引当金として 30 万 2,000 円を計上した。 

 

4. 帰属収支差額 

以上の結果、帰属収入から消費支出を控除した帰属収支差額は 56 億 8,900 万円となった。 

 

5. 消費収支差額 

基本金組入後は 16 億 7,400 万円の消費収入超過となっており、繰越消費支出超過額は 16 億 7,400 万円改善

の 119 億 7,200 万円となった。  
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Ⅱ 資金収支計算書 

 

消費収支計算書の説明以外での特記事項は次の通りである。 

 

1. 収入 

A. 借入金等収入 

入学支度金貸付資金として公益財団法人東京都私学財団から借入れた 120 万円である。 

B. 資産売却収入 

緑声舎および会津キャンプ村の売却と、短・中期運用の有価証券の償還金収入である。 

C. 前受金収入 

授業料等の前受金の 27 億 3,700 万円である。 

 

2. 支出 

A. 施設関係支出 

北校地の取得、昭和インターナショナルハウスの土地建物取得、こども園建設工事、省エネ機器設置工

事、トイレ改修工事、中央グラウンド人工芝張替工事等が中心で、設備関係支出はコンピュータ教室パ

ソコンの更新など情報システムの環境整備を重点的に推進したことによる増加である。 

B. 資産運用支出 

主として短・中期運用の有価証券の購入支出である。 

C. その他の支出 

2010 年度に奨学金制度を見直したことにより、新制度による人見記念奨学金貸付金、昭和学園奨学金

貸付金支払支出が増加している。 
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Ⅲ 貸借対照表 

 

1. 資産 

A. 有形固定資産 

北校地および昭和インターナショナルハウスの取得等で土地が 20 億 2,600 万円増加となった一方で、

緑声舎と会津キャンプ村の売却で、建物・構築物が 14 億 1,900 万円減少し、教育研究用機器備品が 600

万円増加して図書が 8,400 万円の減少となった。 

B. その他の固定資産 

特定資産として第 2 号基本金引当特定資産を計上したため 41 億 3,600 万円の増加となった。 

C. 流動資産 

第 2 号基本金特定資産への組入もあり 16 億 3,900 万円の減少となっている。 

 

2. 負債 

固定負債のうち長期借入金は返済により 2 億 300 万円の減少となったほか、退職給与引当金は 1 億 3,200 万

円の減少となった。 

なお、退職給与引当金は、従来から期末要支給額の 100％相当額の引当を行っている。 

流動負債のうち前受金は 5 億 9,300 万円の減少となった。 

 

3. 基本金・消費収支差額 

基本金は新たな組入により第 1号基本金が 11億 9,500万円の増加となったほか、第2号基本金を 28億 2,000

万円今年度新たに計上した。 

年度末の翌年度繰越消費収支差額は、16 億 7,400 万円改善され 119 億 7,200 万円の消費支出超過となった。 
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